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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の超硬合金を含む外側領域；及び
　外側領域に自生結合している、第２の超硬合金を含む内側領域；
を含む伸長部を含み；
　第１の超硬合金が、
　超硬合金分散相；及び
　超硬合金連続相；
を含んだハイブリッド超硬合金を含み、
　超硬合金分散相及び超硬合金連続相の少なくとも１つが、立方晶炭化物を含む相の重量
を基準として５～６重量％の立方晶炭化物を含む、ドリル、ドリルブランク材、エンドミ
ル、エンドミルブランク材、タップ、及びタップブランク材から選択される、回転切削工
具及び回転切削工具ブランク材の１つである複合体物品。
【請求項２】
　立方晶炭化物が、炭化チタン、炭化バナジウム、炭化ジルコニウム、炭化ニオブ、炭化
ハフニウム、及び炭化タンタルの少なくとも１つを含む、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項３】
　外側領域及び内側領域の少なくとも１つが立方晶炭化物を実質的に含まない、請求項１
に記載の複合体物品。
【請求項４】
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　ハイブリッド超硬合金中の超硬合金分散相の接触率が０．４８以下である、請求項１に
記載の複合体物品。
【請求項５】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金分散相中に含まれる、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項６】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金連続相中に含まれる、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項７】
　超硬合金分散相がハイブリッド超硬合金の２～５０体積％を構成する、請求項１に記載
の複合体物品。
【請求項８】
　第２の超硬合金が非ハイブリッド超硬合金である、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項９】
　非ハイブリッド超硬合金、ハイブリッド超硬合金の超硬合金分散相、及びハイブリッド
超硬合金の超硬合金連続相が、それぞれ独立して、
　炭化チタン、炭化クロム、炭化バナジウム、炭化ジルコニウム、炭化ハフニウム、炭化
タンタル、炭化モリブデン、炭化ニオブ、及び炭化タングステンからなる群から選択され
る少なくとも１種類の遷移金属炭化物；及び
　コバルト、コバルト合金、ニッケル、ニッケル合金、鉄、及び鉄合金からなる群から選
択される少なくとも１種類の材料を含むバインダー；
を含む、請求項８に記載の複合体物品。
【請求項１０】
　少なくとも１種類の遷移金属炭化物が炭化タングステンを含む、請求項９に記載の複合
体物品。
【請求項１１】
　炭化タングステンが０．３～１０μｍの平均粒径を有する、請求項１０に記載の複合体
物品。
【請求項１２】
　バインダーが、タングステン、クロム、モリブデン、炭素、ホウ素、ケイ素、銅、マン
ガン、ルテニウム、アルミニウム、及び銀からなる群から選択される少なくとも１種類の
合金化剤を含む、請求項９に記載の複合体物品。
【請求項１３】
　非ハイブリッド超硬合金、ハイブリッド超硬合金の超硬合金分散相、及びハイブリッド
超硬合金の超硬合金連続相が、それぞれ独立して、２～４０重量％のバインダー及び６０
～９８重量％の金属炭化物を含む、請求項９に記載の複合体物品。
【請求項１４】
　物品がドリル、エンドミル、及びタップから選択され、伸長部の表面が刃先を画定する
、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項１５】
　刃先が伸長部の表面の周囲に螺旋状に配向している、請求項１４に記載の複合体物品。
【請求項１６】
　外側領域及び内側領域が同軸的に配置されている、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項１７】
　内側領域がコア領域である、請求項１６に記載の複合体物品。
【請求項１８】
　外側領域がハイブリッド超硬合金を含む、請求項１７に記載の複合体物品。
【請求項１９】
　第１の超硬合金の耐化学的摩耗性が第２の超硬合金の耐化学的摩耗性と異なる、請求項
１に記載の複合体物品。
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【請求項２０】
　第１の超硬合金の硬度及び耐摩耗性の少なくとも１つが第２の超硬合金と異なる、請求
項１に記載の複合体物品。
【請求項２１】
　第１の超硬合金の弾性率が第２の超硬合金の弾性率と異なる、請求項１に記載の複合体
物品。
【請求項２２】
　複合体物品がドリル、エンドミル、及びタップから選択され、
　伸長部の内側領域が伸長部のコア領域であり、
　伸長部の内側領域及び外側領域が同軸的に配置されており、そして
　伸長部の表面が刃先を画定する、請求項１に記載の複合体物品。
【請求項２３】
　刃先が伸長部の表面の周囲に螺旋状に配向している、請求項２２に記載の複合体物品。
【請求項２４】
　超硬合金分散相及び超硬合金連続相の少なくとも１つが、立方晶炭化物を含む相の重量
を基準として少なくとも６重量％の立方晶炭化物を含む、請求項２２に記載の複合体物品
。
【請求項２５】
　外側領域及び内側領域の少なくとも１つが立方晶炭化物を実質的に含まない、請求項２
２に記載の複合体物品。
【請求項２６】
　ハイブリッド超硬合金中の超硬合金分散相の接触率が０．４８以下である、請求項２２
に記載の複合体物品。
【請求項２７】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金分散相中に含まれる、請求項２２に記載の複合体物品。
【請求項２８】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金連続相中に含まれる、請求項２２に記載の複合体物品。
【請求項２９】
　外側領域がハイブリッド超硬合金を含む、請求項２２に記載の複合体物品。
【請求項３０】
　第１の超硬合金が、耐化学的摩耗性、硬度、耐摩耗性、及び弾性率の少なくとも１つに
おいて第２の超硬合金と異なる、請求項２２に記載の複合体物品。
【請求項３１】
　複合体物品がドリルブランク材、エンドミルブランク材、及びタップブランク材から選
択され、
　伸長部の内側領域が伸長部のコア領域であり、そして
　伸長部の内側領域及び外側領域が同軸的に配置されている、請求項１に記載の複合体物
品。
【請求項３２】
　外側領域及び内側領域の少なくとも１つが立方晶炭化物を実質的に含まない、請求項３
１に記載の複合体物品。
【請求項３３】
　ハイブリッド超硬合金中の超硬合金分散相の接触率が０．４８以下である、請求項３１
に記載の複合体物品。
【請求項３４】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金分散相中に含まれる、請求項３１に記載の複合体物品。
【請求項３５】
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　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金連続相中に含まれる、請求項３１に記載の複合体物品。
【請求項３６】
　外側領域がハイブリッド超硬合金を含む、請求項３１に記載の複合体物品。
【請求項３７】
　第１の超硬合金が、耐化学的摩耗性、硬度、耐摩耗性、及び弾性率の少なくとも１つに
おいて第２の超硬合金と異なる、請求項３１に記載の複合体物品。
【請求項３８】
　第１の超硬合金を含む外側領域；及び
　外側領域に自生結合している、第２の超硬合金を含むコア領域、ここで外側領域及びコ
ア領域が同軸的に配置されている；
を含む伸長部を含み、
　第１の超硬合金が、耐化学的摩耗性、硬度、耐摩耗性、及び弾性率の少なくとも１つに
おいて第２の超硬合金と異なり、
　第１の超硬合金が、
　超硬合金分散相；及び
　超硬合金連続相；
を含んだハイブリッド超硬合金を含み、
　超硬合金分散相及び超硬合金連続相の少なくとも１つが、立方晶炭化物を含む相の重量
を基準として５～６重量％の立方晶炭化物を含み、そして
　ハイブリッド超硬合金中の超硬合金分散相の接触率が０．４８以下であり、そして、
　外側領域及びコア領域の少なくとも１つが立方晶炭化物を実質的に含まない、ドリル、
ドリルブランク材、エンドミル、エンドミルブランク材、タップ、及びタップブランク材
から選択される、回転切削工具及び回転切削工具ブランク材の１つである複合体物品。
【請求項３９】
　第１の超硬合金グレードの焼結粒子、及び第２の超硬合金グレードの非焼結粒子を含み
、第１の超硬合金グレード及び第２の超硬合金グレードの少なくとも１つが５～６重量％
の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金ブレンドを準備し；
　ハイブリッド超硬合金ブレンドを成形型の空洞部の外側の領域である第１の領域中に配
置し；
　冶金粉末を空洞部において第１の領域の内側である第２の領域中に配置し；
　ハイブリッド超硬合金ブレンドの少なくとも一部を冶金粉末と接触させ；
　ハイブリッド超硬合金ブレンド及び冶金粉末を固化して成形体を成形し；そして
　成形体を加圧焼結する
ことを含む、複合体回転切削工具及び複合体回転切削工具ブランク材から選択される物品
の製造方法。
【請求項４０】
　少なくとも第１の超硬合金グレードが６重量％の立方晶炭化物を含む、請求項３９に記
載の製造方法。
【請求項４１】
　成形体を加圧焼結する工程の後に、成形体が、
　超硬合金分散相；及び
　超硬合金連続相を含み、
　ハイブリッド超硬合金中の超硬合金分散相の接触比が０．４８以下であるハイブリッド
超硬合金を含む、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項４２】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
合金分散相中に存在する、請求項４１に記載の製造方法。
【請求項４３】
　ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部がハイブリッド超硬合金の超硬
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合金連続相中に存在する、請求項４１に記載の製造方法。
【請求項４４】
　超硬合金分散相がハイブリッド超硬合金の２～５０体積％を構成する、請求項４１に記
載の製造方法。
【請求項４５】
　第１の超硬合金グレードの焼結粒子が、部分的に焼結した粒子及び完全に焼結した粒子
の少なくとも１つである、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項４６】
　ハイブリッド超硬合金ブレンドの製造が、２乃至４０体積％未満の第１の超硬合金グレ
ードの焼結粒子、及び６０体積％より多く９８体積％までの第２の超硬合金グレードの非
焼結超硬合金粒子を含む材料をブレンドすることを含み、重量％はハイブリッド超硬合金
ブレンドの全重量を基準とするものである、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項４７】
　金属炭化物及びバインダーを含むブレンドを焼結して第１の超硬合金グレードの焼結粒
子を形成することを更に含む、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項４８】
　金属炭化物及びバインダーを含むブレンドを焼結することが、４００℃～１３００℃で
焼結することを含む、請求項４７に記載の製造方法。
【請求項４９】
　超硬合金ブレンドの製造が、２～３０体積％の第１の超硬合金グレードの焼結粒子、及
び７０～９８体積％の第２の超硬合金グレードの非焼結粒子を含む材料をブレンドするこ
とを含み、重量％は超硬合金ブレンドの全重量を基準とするものである、請求項３９に記
載の製造方法。
【請求項５０】
　第１の超硬合金グレード、第２の超硬合金グレード、及び焼結合金が、それぞれ独立し
て、
　炭化チタン、炭化クロム、炭化バナジウム、炭化ジルコニウム、炭化ハフニウム、炭化
タンタル、炭化モリブデン、炭化ニオブ、及び炭化タングステンからなる群から選択され
る金属炭化物；及び
　コバルト、コバルト合金、ニッケル、ニッケル合金、鉄、及び鉄合金からなる群から選
択されるバインダー；
を含む、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項５１】
　バインダーが、タングステン、クロム、モリブデン、炭素、ホウ素、ケイ素、銅、マン
ガン、ルテニウム、アルミニウム、及び銀からなる群から選択される合金化剤を更に含む
、請求項５０に記載の製造方法。
【請求項５２】
　物品が複合体切削回転工具であり、方法が成形体から材料を除去して少なくとも１つの
刃先を与えることを更に含む、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項５３】
　成形体からの材料の除去が、成形体を機械加工して、少なくとも１つの螺旋配向してい
る刃先を画定する少なくとも１つの螺旋配向している溝を形成することを含む、請求項５
２に記載の製造方法。
【請求項５４】
　成形型がドライバッグラバー成形型であり、超硬合金ブレンド及び冶金粉末を固化して
成形体を形成することが、ドライバッグラバー成形型を等方圧縮して成形体を形成するこ
とを含む、成形体３９に記載の製造方法。
【請求項５５】
　ドライバッグラバー成形型の空洞部を少なくとも第１の領域及び第２の領域に物理的に
区切る；
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ことを更に含む、請求項５４に記載の製造方法。
【請求項５６】
　空洞部を物理的に区切ることが、空洞部中にスリーブを挿入して空洞部を第１の領域と
第２の領域との間に分割することを含む、請求項５５に記載の製造方法。
【請求項５７】
　スリーブが、プラスチック、金属、及び紙からなる群から選択される材料から構成され
る、請求項５６に記載の製造方法。
【請求項５８】
　超硬合金ブレンドの少なくとも一部を冶金粉末と接触させることが、超硬合金ブレンド
及び冶金粉末を成形型の空洞部中に配置した後に空洞部からスリーブを除去することを含
む、請求項５６に記載の製造方法。
【請求項５９】
　第１の超硬合金グレード、第２の超硬合金グレード、及び冶金粉末が、それぞれ独立し
て、２～４０重量％のバインダー、及び６０～９８重量％の超硬合金を含む、請求項４９
に記載の製造方法。
【請求項６０】
　第１の超硬合金グレード、第２の超硬合金グレード、及び冶金粉末の少なくとも１つが
、０．３～１０μｍの平均粒径を有する炭化タングステン粒子を含む、請求項３９に記載
の製造方法。
【請求項６１】
　成形体を加圧焼結することが、成形体を１３５０℃～１５００℃において３００～２０
００ｐｓｉの圧力下で加熱することを含む、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項６２】
　超硬合金ブレンドの少なくとも一部を冶金粉末と接触させることが、超硬合金ブレンド
及び冶金粉末の一方を、超硬合金ブレンド及び冶金粉末の他方と界面に沿って接触するよ
うに空洞内部に配置することを含む、請求項３９に記載の製造方法。
【請求項６３】
　超硬合金ブレンド及び冶金粉末を固化して成形体を形成することが、成形型を５，００
０～５０，０００ｐｓｉの圧力下で等方圧縮することを含む、請求項３９に記載の製造方
法。
【請求項６４】
　内側領域の第２の超硬合金がハイブリッド超硬合金を含む、請求項１に記載の複合体物
品。
【請求項６５】
　少なくとも第１の超硬合金が６重量％の立方晶炭化物を含む、請求項１に記載の複合体
物品。
【請求項６６】
　内側領域の第２の超硬合金がハイブリッド超硬合金を含む、請求項３８に記載の複合体
物品。
【請求項６７】
　少なくとも第１の超硬合金が６重量％の立方晶炭化物を含む、請求項３８に記載の複合
体物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]本発明は、概して、異なる組成及び／又は微細構造の複数の領域を含む複合体構
造を有する回転切削工具及び回転切削工具ブランク材、並びに関連する方法に関する。よ
り詳しくは、本発明は、少なくとも１つの領域が立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合
金を含む複合体構造を有するマルチグレードの超硬合金回転切削工具及び回転切削工具用
の工具ブランク材、並びに回転切削工具及び回転切削工具ブランク材の製造方法に関する
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。本発明は、例えば穿孔、リーマ加工、皿取り、座ぐり、及びエンドミル加工に適した工
具のような回転切削工具への一般的な適用が見出される。
【背景技術】
【０００２】
　[0002]超硬合金回転切削工具（即ち、回転するように駆動される切削工具）は、例えば
穿孔、リーマ加工、皿取り、座ぐり、及びエンドミル加工、並びにネジ立てのような機械
加工操作において通常的に用いられている。かかる工具は、通常は非ハイブリッド固体モ
ノリス構造で製造される。かかる工具の製造プロセスは、冶金粉末（粒子状セラミック及
び金属バインダーを含む）を固化して成形体を形成することを含む。次に、成形体を焼結
してモノリス構造を有する円筒形の工具ブランク材を形成する。ここで用いる「モノリス
構造」という用語は、工具が、例えば工具内の全ての作動範囲において実質的に同じ特徴
を有する超硬合金のような固体材料から構成されることを意味する。焼結の後、工具ブラ
ンク材を適当に機械加工して、回転切削工具の特定の形状の刃先及び他の特徴的構造を形
成する。回転切削工具としては、例えばドリル、エンドミル、リーマ、及びタップが挙げ
られる。
【０００３】
　[0003]超硬合金から構成される回転切削工具は、金属、木材、及びプラスチックのよう
な構造材の切断及び成形などの多くの工業用途に適している。超硬合金製の工具は、これ
らの材料の特徴である引張強さ、耐摩耗性、及び靱性の組み合わせのために、工業的に重
要である。当該技術において公知なように、超硬合金は少なくとも２つの相：少なくとも
１種類の硬質セラミック成分及び金属バインダーのより軟質のマトリクス：を含む。硬質
セラミック成分は、例えば周期律表の第ＩＶＢ～ＶＩＢ族内の元素の炭化物であってよい
。一般的な例は炭化タングステンである。バインダーは、金属又は金属合金、通常はコバ
ルト、ニッケル、鉄、或いはこれらの金属の合金であってよい。バインダーは、セラミッ
ク成分の領域を三次元で相互接続しているマトリクス内に「接合」する。超硬合金は、少
なくとも１種類の粉末セラミック成分及び少なくとも１種類の粉末金属バインダーの冶金
粉末ブレンドを固化することによって製造することができる。
【０００４】
　[0004]超硬合金の物理的及び化学的特性は、部分的には、材料を製造するのに用いる冶
金粉末の個々の成分によって定まる。超硬合金の特性は、例えばセラミック成分の化学組
成、セラミック成分の粒径、バインダーの化学組成、及びバインダーとセラミック成分と
の比によって決定する。冶金粉末ブレンド中の成分及び成分の割合を変化させることによ
って、具体的な用途に合致する独特の特性を有するドリル及びエンドミルのような超硬合
金回転切削工具を製造することができる。
【０００５】
　[0005]回転切削工具のモノリス構造によって、それらの性能及び適用範囲が固有に限定
される。例として、図１（ａ）及び１（ｂ）は、それぞれ、木材、金属、及びプラスチッ
クのような構造材中に孔を形成及び仕上げ処理するために用いられる典型的なデザインを
有するツイストドリル２０の側面図及び端面図を示す。ツイストドリル２０は、被加工材
中への最初の切削を行うチゼルエッジ２１を含む。ドリル２０の切削先端２４がチゼルエ
ッジ２１に続いており、これによって孔を穿孔しながら材料の大部分を取り除く。切削先
端２４の外周縁２６によって孔が仕上げ処理される。切削プロセス中においては、切削速
度はドリルの中心部からドリルの外周縁部へ大きく変化する。この現象を、代表的なツイ
ストドリルの切削先端について内径部（Ｄ１）、外径部（Ｄ３）、及び中間直径部（Ｄ２
）における切削速度をグラフで比較している図２（ａ）及び２（ｂ）に示す。図２（ａ）
においては、外径（Ｄ３）は１．００インチであり、直径Ｄ１及びＤ２はそれぞれ０．２
５及び０．５０インチである。図２（ｂ）は、ツイストドリルを２００ｒｐｍで運転した
場合の３つの異なる直径における切削速度を示す。図２（ａ）及び（ｂ）に示されるよう
に、回転切削工具の刃先上の種々の点において測定される切削速度は、工具の回転軸から
の距離と共に増加する。
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【０００６】
　[0006]切削速度におけるこれらの変動のために、モノリス構造を有するドリル及び他の
回転切削工具は、工具の切削面の中心から外側端への範囲の異なる点において均一な摩耗
を受けず、工具の刃先の欠損及び／又は亀裂を起こす可能性がある。また、焼入れ材料を
穿孔する際には、チゼルエッジは通常は表層部を貫通するために用いられ、一方、ドリル
本体の残りの部分によって焼入れ材料のより軟質のコア部から材料を除去する。したがっ
て、焼入れ材料を穿孔するのに用いられるモノリス構造の従来の非ハイブリッドドリルの
チゼルエッジは、刃先の残りの部分よりも非常に速い速度で摩耗し、このためにかかるド
リルに関する比較的短い耐用年数がもたらされる。いずれの場合においても、従来の非ハ
イブリッド超硬合金ドリルのモノリス構造のために、刃先の頻繁な再研磨が必要であり、
このためにドリルの耐用年数に対して大きな制限がかけられる。また、頻繁な再研磨及び
工具の交換によって、用いる工作機械についての過度の停止時間ももたらされる。
【０００７】
　[0007]モノリス構造を有する他のタイプの回転切削工具は同様の欠陥を示す。例えば、
複数の操作を同時に行うために特別にデザインされたドリルビットがしばしば用いられる
。かかるドリルの例としては、段付きドリル及び複溝ドリルが挙げられる。段付きドリル
は、ドリルの直径上に１以上の段を削り出すことによって製造される。かかるドリルは複
数の直径の複数の孔を穿孔するために用いる。複溝ドリルは、穿孔、皿取り、及び／又は
座ぐりのような複数の操作を行うために用いることができる。標準的なツイストドリルと
同様に、従来の非ハイブリッドモノリス超硬合金構造の段付きドリル及び複溝ドリルの耐
用年数は、ドリルの異なる刃先直径において起こる切削速度の非常に大きな差のために激
しく制限される可能性がある。
【０００８】
　[0008]モノリス構造の回転切削工具の制限はエンドミルにおいても例示される。一般に
、エンドミルは、カッターの端部が支持されておらず、エンドミルの長さ／直径比が通常
は大きい（通常は２：１より大きい）ので、非効率的な金属除去技術であると考えられて
いる。これによって、エンドミルの過度の屈曲が引き起こされ、用いることができる切削
深さ及び供給速度に対して大きな制限がかけられる。
【０００９】
　[0009]モノリス構造の回転切削工具に関連する問題点に対処するために、異なる位置に
おいて異なる特性を有する回転切削工具を製造する試みが行われている。例えば、脱炭表
面を有する超硬合金ドリルが、米国特許５，６０９，４４７及び５，６２８，８３７にお
いて記載されている。これらの特許に開示されている方法においては、モノリス超硬合金
構造の炭化物ドリルを、保護雰囲気中において６００℃～１１００℃に加熱する。硬化ド
リルを製造するこの方法は大きな制限を有する。第１に、ドリルの硬化表面層は非常に薄
く、非常に速やかに摩滅して下側のより軟質の超硬合金を曝露させる可能性がある。第２
に、ドリルを再調整すると硬化表面層が完全に失われる。第３に、更なる処理工程である
脱炭工程によって最終的なドリルのコストが大きく増加する。
【００１０】
　[0010]モノリス構造の超硬合金回転切削工具に関連する制限は、米国特許６，５１１，
２６５（「２６５特許」）（その全部を参照として本明細書中に包含する）に記載されて
いるように「複合体」構造を用いることによって軽減されている。２６５特許においては
、少なくとも第１の領域及び第２の領域を含む複合体回転切削工具が開示されている。２
６５特許の工具は超硬合金から製造することができ、この場合には複合体回転切削工具の
第１の領域は第１の超硬合金を含み、これが第２の超硬合金を含む工具の第２の領域に自
生結合している。第１の超硬合金及び第２の超硬合金は、少なくとも１つの特徴に関して
異なっている。この特徴は、例えば、弾性率、硬度、耐摩耗性、破壊靱性、引張強さ、耐
腐食性、熱膨張率、又は熱伝導率であってよい。工具内の超硬合金の複数の領域は、共軸
的に配置するか、またはそれらの特定の特性を生かすように複数の領域が有利に配置され
るような他の形態で配列させることができる。
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【００１１】
　[0011]２６５特許に記載されている発明はモノリス構造の超硬合金回転切削工具の幾つ
かの制限に対処しているが、２６５特許の例は主として炭化タングステンを含んでいる。
穿孔、エンドミル加工、及び同様の用途のために用いられる回転切削工具においては通常
は比較的高い剪断応力に遭遇するので、炭化タングステンを用いるもののような非常に高
レベルの強度を有する超硬合金グレードを用いることが有利である。しかしながら、これ
らのグレードは、鋼被加工材中の鉄と回転切削工具中の炭化タングステンとの間に起こり
うる反応のために、鋼合金を機械加工するためには好適ではない可能性がある。鋼材を機
械加工するために用いる工具には、モノリス構造の従来のグレードの超硬合金中に０．５
％以上の立方晶炭化物を含ませる可能性がある。しかしながら、かかる工具中に立方晶炭
化物を添加すると、一般に工具の強度の低下が引き起こされる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】米国特許５，６０９，４４７
【特許文献２】米国特許５，６２８，８３７
【特許文献３】米国特許６，５１１，２６５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　[0012]而して、工具の異なる領域において高い強度及び硬度のような異なる特性を有し
、被加工材と化学的に反応しないドリル及び他の回転切削工具に対する必要性が存在する
。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　[0013]本発明による幾つかの非限定的態様は、複合体回転切削工具及び回転切削工具ブ
ランク材から選択することができる複合体物品に関する。複合体物品には伸長部を含ませ
ることができる。伸長部には、第１の超硬合金を含む第１の領域、及び第１の領域に自生
結合している、第２の超硬合金を含む第２の領域を含ませることができる。第１の超硬合
金及び第２の超硬合金の少なくとも１つはハイブリッド超硬合金である。ハイブリッド超
硬合金は超硬合金分散相及び超硬合金連続相を含む。超硬合金分散相及び超硬合金連続相
の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含む相の重量を基準として少なくとも０．５重量％
の立方晶炭化物を含む。
【００１５】
　[0014]ここで開示する幾つかの他の非限定的態様は、伸長部を含む、ドリル、ドリルブ
ランク材、エンドミル、エンドミルブランク材、タップ、及びタップブランク材の１つで
ある複合体物品に関する。伸長部には、第１の超硬合金を含む第１の領域、及び第１の領
域に自生結合している、第２の超硬合金を含む第２の領域を含ませることができる。第１
の超硬合金及び第２の超硬合金の少なくとも１つは、超硬合金不連続相及び超硬合金連続
相を含み、超硬合金分散相及び超硬合金連続相の少なくとも１つが、立方晶炭化物を含む
ハイブリッド超硬合金の相の全重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物
を含むハイブリッド超硬合金である。幾つかの態様においては、第１の超硬合金の耐化学
的摩耗性は第２の超硬合金の耐化学的摩耗性と異なる。
【００１６】
　[0015]本発明による幾つかの更なる非限定的態様は、ハイブリッド超硬合金ブレンドを
製造することを含む、複合体回転切削工具及び複合体回転切削工具ブランク材から選択さ
れる物品の製造方法に関する。ハイブリッド超硬合金ブレンドには、第１の超硬合金グレ
ードの焼結粒子及び第２の超硬合金グレードの非焼結粒子を含ませることができる。一態
様においては、第１の超硬合金グレード及び第２の超硬合金グレードの少なくとも１つに
は、特定の超硬合金グレードの全重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化
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物を含ませることができる。ハイブリッド超硬合金ブレンドは成形型の空洞部の第１の領
域中に配置することができ、異なる冶金粉末を空洞部の第２の領域中に配置することがで
きる。一態様においては、ハイブリッド超硬合金ブレンドの少なくとも一部を冶金粉末と
接触させることができる。本方法の幾つかの態様には、ハイブリッド超硬合金ブレンド及
び冶金粉末を固化して成形体を形成し、成形体を加圧焼結することを含ませることができ
る。
【００１７】
　[0016]ここに記載する合金、物品、及び方法の特徴及び有利性は、添付の図面を参照す
ることによってよりよく理解することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】[0017]図１（ａ）は、木材、金属、及びプラスチックのような構造材中に孔を形
成及び仕上げ処理するために用いる典型的なデザインを有するツイストドリルの側面図を
示す。[0018]図１（ｂ）は、図１（ａ）に示すツイストドリルの端面図を示す。
【図２】[0019]図２（ａ）は、従来の非ハイブリッドツイストドリルの刃先に沿った３つ
の直径Ｄ１、Ｄ２、及びＤ３を示す図である。[0020]図２（ｂ）は、直径Ｄ１、Ｄ２、及
びＤ３における従来の非ハイブリッドツイストドリルの切削速度を示すグラフである。
【図３】[0021]図３（ａ）～（ｄ）は、本発明にしたがって構成される複合体回転切削工
具を製造するために有用な新規なブランク材の断面図であり、図３（ａ）及び３（ｂ）は
第１の態様を示し、図３（ｂ）は図３（ａ）において斜視図で示されるブランク材の断面
端面図である。
【図４】[0022]図４は、炭化タングステン及びコバルトをベースとし、立方晶炭化物を含
まない従来技術の非ハイブリッド超硬合金グレードの顕微鏡写真である。
【図５】[0023]図５は、炭化タングステン及びコバルトをベースとし、立方晶炭化物を含
む従来技術の非ハイブリッド超硬合金グレードの顕微鏡写真である。
【図６】[0024]図６は、ハイブリッド超硬合金の分散相の接触率を求めるために用いる手
順を図示する。
【図７】[0025]図７は、分散相が立方晶炭化物を含み、連続相が立方晶炭化物を比較的含
まないハイブリッド超硬合金の顕微鏡写真である。
【図８】[0026]図８は、分散相が立方晶炭化物を比較的含まず、連続相が立方晶炭化物を
含むハイブリッド超硬合金を示す顕微鏡写真である。
【図９】[0027]図９は、従来の非ハイブリッド超硬合金を含む第１の領域、及び分散相と
して立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む第２の領域を含む一態様の複合体超
硬合金回転切削工具の断面の顕微鏡写真である。
【図１０】[0028]図１０は、連続相として立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含
む第１の領域、及び従来の非ハイブリッド超硬合金グレードを含む第２の領域を含む一態
様の複合体超硬合金回転切削工具の断面の顕微鏡写真である。
【図１１】[0029]図１１は、連続相として立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含
む第１の領域、及び分散相として立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む第２の
領域を含む一態様の複合体超硬合金回転切削工具の断面の顕微鏡写真である。
【図１２】[0030]図１２は、炭化タングステン、立方晶炭化物、及びコバルトをベースと
する従来の非ハイブリッド超硬合金グレードを含む第１の領域、及び分散相中に立方晶炭
化物を含み、連続相中に立方晶炭化物内容物を実質的に含まないハイブリッド超硬合金を
含む第２の領域を含む一態様の超硬合金回転切削工具の断面の顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　[0031]読み手は、本発明による幾つかの非限定的な態様の以下の詳細な記載を考察する
ことによって、上記の詳細及び他の詳細を認識するであろう。
【００２０】
　[0032]複数の非限定的態様の本記載においては、実施例以外においてか又は他に示さな
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い限りにおいて、量又は特性を表す全ての数値は、全ての場合において用語「約」で修飾
されているものと理解すべきである。したがって、反対に示されていない限りにおいては
、以下の記載において示される全ての数値パラメーターは、本発明による工具、工具ブラ
ンク材、及び方法において得ようとする所望の特性によって変化する可能性がある近似値
である。最後に、特許請求の範囲に対する均等論の適用を制限することは意図しないが、
それぞれの数値パラメーターは、少なくとも、報告されている有効桁数の数を考慮し且つ
通常の丸め法を適用することによって解釈すべきである。
【００２１】
　[0033]参照として本明細書中に包含される全ての特許、公報、又は他の開示資料は、全
体か又は部分的に、包含する資料が既存の定義、記述事項、又は本明細書中に示されてい
る他の開示資料と対立しない程度にのみ本明細書中に包含される。このように、且つ必要
な範囲で、本明細書中に示す開示事項は、参照として本明細書中に包含される全ての対立
する資料に優先する。参照として本明細書中に包含されるが、既存の定義、記述事項、又
は本明細書中に示されている他の開示資料と対立する全ての資料又はその一部は、包含す
る資料と既存の開示資料との間に対立が生じない程度にのみ包含される。
【００２２】
　[0034]本発明は、従来の非ハイブリッド回転切削工具のモノリス構造ではなく複合体構
造を有する回転切削工具及び切削工具ブランク材を提供する。ここで用いる回転切削工具
とは、回転するように駆動され、被加工材と接触して被加工材から材料を除去する少なく
とも１つの刃先を有する切削工具である。ここで用いる「複合体」構造を有する回転切削
工具とは、化学組成及び／又は微細構造において異なり、少なくとも１つの特徴又は材料
特性に関して異なる少なくとも２つの領域を有する回転切削工具を指す。特徴又は材料特
性は、例えば、耐化学的摩耗性、耐腐食性、硬度、引張強さ、耐機械的摩耗性、破壊靱性
、弾性率、熱膨張率、及び熱伝導率から選択することができる。本発明にしたがって構成
することができる複数の態様の複合体回転切削工具としては、ドリル及びエンドミル、並
びに、材料の穿孔、リーマ加工、皿取り、座ぐり、エンドミル加工、及びネジ立てにおい
て用いることができる他の回転切削工具が挙げられる。
【００２３】
　[0035]幾つかの態様によれば、本発明は、螺旋配向の刃先のような少なくとも１つの刃
先を有し、一緒に自生結合しており、少なくとも１つの特徴又は材料特性に関して異なる
少なくとも２つの超硬合金の領域を含む複合体回転切削工具を提供する。ここで用いる「
自生結合」とは、充填剤金属又は他の融剤を加えることなく超硬合金又は他の材料の複数
の領域の間に生じる結合を指す。
【００２４】
　[0036]ここで開示する複数の態様の複合体回転切削工具及び複合体回転切削工具ブラン
ク材においては、工具又はブランク材の少なくとも１つの領域はハイブリッド超硬合金を
含む。ハイブリッド超硬合金は、超硬合金連続相及び超硬合金分散相を含む。幾つかの態
様においては、ハイブリッド超硬合金の超硬合金連続相及び超硬合金分散相の少なくとも
１つは、立方晶炭化物を含む相の全重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭
化物を含む。
【００２５】
　[0037]周期律表の第ＩＶＢ～ＶＩＢ族に属する遷移金属は、比較的強い炭化物形成性物
質である。幾つかの遷移金属は立方晶構造を有することを特徴とする炭化物を形成し、他
の遷移金属は六方晶構造を有することを特徴とする炭化物を形成する。立方晶炭化物は六
方晶炭化物よりもより強固である。立方晶炭化物を形成する第ＩＶＢ～ＶＩＢ族遷移金属
は、Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｎｂ、Ｈｆ、及びＴａである。タングステン及びモリブデン
の炭化物は六方晶構造を有し、タングステンは最も弱い炭化物形成性物質である。立方晶
炭化物は相互に互いの中に可溶性であり、広い組成範囲にわたって互いと固溶体を形成す
る。更に、立方晶炭化物はＷＣ及びＭｏ２Ｃに関して大きい可溶性を有する。他方におい
て、ＷＣは一般に全ての立方晶炭化物に関して可溶性を有しない。
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【００２６】
　[0038]硬質分散相としてＷＣ、及び金属バインダー相としてＣｏをベースとする超硬合
金は、強度、耐摩耗性、及び破壊靱性の最適の組合せを与える。ＷＣ／Ｃｏ超硬合金工具
による鋼合金の機械加工中においては、鋼材の機械加工から得られる鋼片がＷＣ／Ｃｏ超
硬合金と接触した状態で保持される。ＷＣは昇温温度において鉄と接触させると比較的不
安定であり、鋼材の機械加工中にＷＣ／Ｃｏ回転工具のクレータ損傷及び脆弱化が起こる
可能性がある。
【００２７】
　[0039]ＷＣ／Ｃｏモノリス構造の回転工具の超硬合金に立方晶炭化物を添加すると、回
転工具中のＷＣと鋼材中のＦｅとの相互作用が減少し、それによって鋼合金を機械加工す
るために用いる際の工具の寿命が延びる。しかしながら、これらの工具に立方晶炭化物を
添加すると同様に工具の強度が低下し、工具が幾つかの機械加工用途に適さなくなる可能
性がある。
【００２８】
　[0040]本発明による幾つかの態様の複合体回転工具又は回転工具ブランク材においては
、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を与えることによって、工具の強度を大きく
減少させずに耐化学的摩耗性を向上させる。ここで用いる「化学的摩耗」とは互換的に腐
食摩耗と呼ばれ、大きな化学的又は電気化学的反応が材料と被加工材及び／又は環境との
間に起こって材料の摩耗を引き起こす摩耗を指す。例えば、化学的摩耗は、鋼合金を機械
加工するために工具を用いる際に拡散及び炭化タングステンと鉄機械加工片との化学反応
によって回転切削工具について観察することができる。
【００２９】
　[0041]一態様においては、回転切削工具の２つの自生結合超硬合金領域の１つには、従
来の非ハイブリッドグレードの超硬合金を含ませることができる。従来の非ハイブリッド
グレードの超硬合金には、１以上のタイプの遷移金属炭化物粒子、及びバインダー金属若
しくは金属合金を含ませることができる。非限定的な例においては、従来の非ハイブリッ
ドグレードの超硬合金には、コバルトバインダー中に埋封している炭化タングステンの硬
質粒子を含ませることができる。従来の非ハイブリッドグレードの炭化タングステン－コ
バルト（即ちＷＣ－Ｃｏ）超硬合金の例を図４に示す。図４に示す超硬合金は、ATI Firt
h Sterling, Madison, Alabamaから入手できるFirthグレード248超硬合金粉末ブレンドを
成形及び焼結することによって製造した。Firthグレード248超硬合金粉末ブレンドは、約
１１重量％のコバルト粉末及び８９重量％の炭化タングステン粒子（又は粉末）を含む。
Firthグレード248粉末ブレンドを成形及び焼結することによって製造される超硬合金は、
連続コバルトバインダー相中に埋封している炭化タングステン粒子の不連続相を含む。他
の従来の非ハイブリッドグレードの超硬合金を図５に示す。図５に示す超硬合金は、Firt
hグレードT-04超硬合金粉末ブレンド（これもATI Firth Sterling, Madison, Alabamaか
ら入手できる）から製造した。FirthグレードT-04超硬合金粉末ブレンドは、１２重量％
のコバルト粉末；合計で６重量％の炭化チタン、炭化タンタル、及び炭化ニオブ粒子；並
びに８２重量％の炭化タングステン粒子；を含む。FirthグレードT-04粉末ブレンドを成
形及び焼結することによって製造される超硬合金は、連続コバルトバインダー相中に埋封
されている、炭化タングステン粒子、並びに炭化チタン、炭化タンタル、及び炭化ニオブ
の固溶体を含む不連続相を含む。
【００３０】
　[0042]上記したように、本発明の一態様は、従来の非ハイブリッド超硬合金を含む第２
の領域に自生結合している、立方晶炭化物を含む相の重量を基準として少なくとも０．５
重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む第１の領域を含む複合体に関す
る。他の態様においては、２つの自生結合超硬合金領域のそれぞれはハイブリッド超硬合
金を含み、２つのハイブリッド超硬合金のそれぞれは、立方晶炭化物を含むハイブリッド
超硬合金の相の重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含む。相の全
重量の少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含む相を含むそれぞれのハイブリッド超
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硬合金によって、例えば炭化タングステン及びコバルトのみをベースとする超硬合金に対
して向上した耐化学的摩耗性を示すことができる。例えば、鋼被加工材と接触する際に起
こる可能性がある化学的摩耗による超硬合金工具のクレータ損傷の発生は、工具に、立方
晶炭化物含有相の全重量を基準として少なくとも０．５％の立方晶炭化物を含む連続及び
／又は不連続相を含むハイブリッド超硬合金を含む被加工材と接触する領域を含ませると
大きく減少する。したがって、ハイブリッド超硬合金中に立方晶炭化物を含ませることに
よって、ハイブリッド超硬合金を含む領域を含む工具の耐化学的摩耗性を向上させること
ができる。また、工具のハイブリッド超硬合金領域の強度は、立方晶炭化物の存在によっ
て、例えば従来の非ハイブリッドグレードのＷＣ－Ｃｏ超硬合金から製造される工具と比
べて大きくは減少しない。
【００３１】
　[0043]本発明の幾つかの態様の特徴は、図３（ａ）及び（ｂ）に示される回転切削工具
ブランク材３０を考察することによってより良好に理解することができる。図３（ａ）は
、回転切削工具ブランク材３０をブランク材の中心軸を含む面に沿って切断した断面図で
ある。図３（ｂ）は、回転切削工具ブランク材３０を工具の中心軸に対して交差方向に切
断した断面図である。回転切削工具ブランク材３０は、２つの共軸配置の自生結合してい
る超硬合金領域を有する概して円筒形の焼結成形体である。しかしながら、本発明の幾つ
かの態様の以下の議論は、より複雑な形状及び／又は２より多い領域を有する複合体回転
切削工具及び回転切削工具ブランク材の製造にも適用することができることは当業者には
明らかであろう。而して、以下の議論は本発明を限定することを意図するものではなく、
単に本発明の幾つかの非限定的な態様を示すものである。
【００３２】
　[0044]回転切削工具ブランク材３０には第１の領域３１を含ませることができ、これは
第１の超硬合金を含むコア領域であってよい。１つの非限定的態様においては、コア領域
には、可能な最も高い強度を与える従来の非ハイブリッドグレードのＷＣ－Ｃｏ超硬合金
を含ませることができる。第１の領域３１の第１の超硬合金は、第２の炭化物を含む外側
領域であってよい第２の領域３２に結合している。外側領域には、連続相及び分散相の少
なくとも１つが（立方晶炭化物を含む特定の相の重量を基準として）少なくとも０．５％
の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含ませて、立方晶炭化物を含まない同じ超
硬合金と比較して強度及び耐機械的摩耗性を大きく損なうことなく向上した耐化学的摩耗
性を与えることができる。図３（ａ）及び３（ｂ）に示すように、第１の領域３１及び第
２の領域３２は共軸配置することができる。第１及び第２の領域３１及び３２は自生結合
させることができる。
【００３３】
　[0045]上記で示すように、ここで開示する複数の態様はハイブリッド超硬合金を含む１
以上の領域を含む。従来の非ハイブリッド超硬合金は、通常は連続バインダー相の全体に
分散していてその中に埋封されている遷移金属炭化物粒子を含む複合体材料であるのに対
して、ハイブリッド超硬合金には、第２の従来の非ハイブリッド超硬合金グレードの連続
相全体に分散していてその中に埋封されている少なくとも１種類の従来の非ハイブリッド
超硬合金グレードの領域（又はここで互換的に用いるように「相」）を含ませて、それに
よって第１の超硬合金不連続相及び第２の超硬合金連続相を含む複合体を形成することが
できる。ハイブリッド超硬合金は、例えば米国特許７，３８４，４４３（「４３３特許」
）（その全部を参照として本明細書中に包含する）に開示されている。それぞれのハイブ
リッド超硬合金の不連続超硬合金相及び連続超硬合金相は、通常は、独立して、１種類以
上の遷移金属、例えばチタン、バナジウム、クロム、ジルコニウム、ハフニウム、モリブ
デン、ニオブ、タンタル、及びタングステンの炭化物の粒子を含む。ハイブリッド超硬合
金の２つの相はまた、それぞれ、ハイブリッド超硬合金の特定の相中の全ての炭化物粒子
を結合又は接合する連続金属バインダー相（又はより簡単には連続金属バインダー）も含
む。ハイブリッド超硬合金のそれぞれの超硬合金の連続金属バインダー相には、コバルト
、コバルト合金、ニッケル、ニッケル合金、鉄、又は鉄合金を含ませることができる。場
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合によっては、例えばタングステン、クロム、モリブデン、炭素、ホウ素、ケイ素、銅、
マンガン、ルテニウム、アルミニウム、及び銀のような合金化元素を、ハイブリッド超硬
合金のバインダー相又は両方の超硬合金中に比較的低い濃度で存在させて異なる特性を増
加させることができる。ここでハイブリッド超硬合金に関する場合には、「分散相」及び
「不連続相」の用語は互換的に用いられる。
【００３４】
　[0046]上記で議論したように、ここで開示する複合体物品の領域中に含ませることがで
きるハイブリッド超硬合金の一形態は、ハイブリッド超硬合金の超硬合金連続相及び超硬
合金不連続相の少なくとも１つが少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物（ここで、重量
％は立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の全重量を基準とするものである）を
含むものである。
【００３５】
　[0047]本発明による幾つかの態様の複合体工具及びブランク材においては、複合体中で
用いる幾つかのハイブリッド超硬合金の超硬合金分散（不連続）相は低い接触率を有する
。複合体構造における分散相の接触の度合いは、接触率Ｃｔによって経験的に特徴付ける
ことができる。Ｃｔは、Underwood, Quantitative Microscopy, 279-290 (1968)（参照と
して本明細書中に包含する）に記載されている定量金相技術を用いて求めることができる
。Ｃｔを測定するために用いる技術は、４４３特許（その全部を参照として本明細書中に
包含する）に完全に開示されている。当業者に公知なように、この技術は、材料の微細構
造の顕微鏡写真上に引いた既知の長さのランダムに配向された線が特定の構造的特徴を形
成する交点の数を求めることから構成される。線と分散相／分散相の交差部によって形成
される交点の合計数を計数し（ＮＬαα）、同様に分散相／連続相の界面との交点の数を
計数する（ＮＬαβ）。図６に、ＮＬαα及びＮＬαβの値を求める手順を図示する。図
６において、５２は、連続β相５６中のα相の分散相５４を含む複合体を概略的に示す。
接触率Ｃｔは、式：Ｃｔ＝２ＮＬαα／（ＮＬαβ＋２ＮＬαα）によって算出される。
【００３６】
　[0048]接触率は、他の不連続（分散）相領域と接触している不連続（分散）相領域の表
面積の平均割合の指標である。この率は、分散領域の分布が完全分散（Ｃｔ＝０）から完
全凝集構造（Ｃｔ＝１）に変化するにつれて０から１に変化する。接触率は、分散相領域
の体積割合又は寸法とは関係なく分散相の接触の度合いを示す。しかしながら、通常は分
散相の体積割合がより高いと、分散相の接触率も同様により高くなる。
【００３７】
　[0049]硬質超硬合金分散相を有するハイブリッド超硬合金の場合には、分散相の接触率
がより低いと、接触する硬質相領域を通してクラックが伝搬する可能性がより低くなる。
このクラッキングプロセスは反復的なものである可能性があり、累積効果によって複合体
超硬合金回転工具全体の靱性の減少がもたらされる。本発明による一態様の複合体超硬合
金回転切削工具又は回転切削工具ブランク材においては、工具又はブランク材の１つの領
域中に含まれるハイブリッド超硬合金に、上記に記載の技術によって測定して０．４８以
下の接触率を有する超硬合金分散相を含ませることができる。
【００３８】
　[0050]本発明による幾つかの態様の複合体超硬合金回転切削工具又は回転切削工具ブラ
ンク材においては、複合体の１つの領域中に含まれるハイブリッド超硬合金に、約２～約
４０体積％の超硬合金グレードの分散相を含ませることができる。他の態様においては、
超硬合金分散相はハイブリッド超硬合金の２～５０体積％であってよい。他の態様におい
ては、超硬合金分散相はハイブリッド超硬合金の２～３０体積％であってよい。更なる態
様においては、ハイブリッド超硬合金の超硬合金分散相がハイブリッド超硬合金の６～２
５体積％を構成することが望ましい可能性がある。
【００３９】
　[0051]一態様においては、ハイブリッド超硬合金の分散超硬合金相及び連続超硬合金相
を含む第１の領域３１内の超硬合金及び第２の領域３２内の超硬合金には、周期律表の第
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ＩＶＢ～ＶＩＢ族に属する１種類以上の元素の炭化物から構成されるセラミック成分を含
ませることができる。
【００４０】
　[0052]セラミック成分は、好ましくは、それぞれの領域中の超硬合金の全重量の約６０
～約９８重量％を構成する。セラミック成分の粒子は、好ましくはそれぞれの領域中の全
超硬合金の約２～約４０重量％を構成する金属バインダー材料のマトリクス内に埋封する
。バインダーは、好ましくはＣｏ、Ｃｏ合金、Ｎｉ、Ｎｉ合金、Ｆｅ、及びＦｅ合金の１
以上である。またバインダーには、場合によっては、例えばＷ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｖ、
Ｍｏ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｈｆ、及びＣのような元素を、バインダー中のこれらの元素の溶解度
限界以下の濃度で含ませることもできる。更に、バインダーには、５重量％以下のＣｕ、
Ｍｎ、Ａｇ、Ａｌ、及びＲｕのような元素を含ませることができる。一態様の複合体回転
切削工具又は回転切削工具ブランク材においては、第１の超硬合金のバインダー及び第２
の超硬合金のバインダーに、独立して、タングステン、クロム、モリブデン、炭素、ホウ
素、ケイ素、銅、マンガン、ルテニウム、アルミニウム、及び銀からなる群から選択され
る少なくとも１種類の合金化剤を更に含ませることができる。当業者であれば、任意又は
全ての超硬合金の成分を、元素形態で、化合物として、及び／又は母合金として導入する
ことができることを認識するであろう。本発明の複数の態様において用いる超硬合金の特
性は、セラミック成分の化学組成、セラミック成分の粒径、バインダーの化学組成、及び
セラミック成分含量に対するバインダー含量の重量比の１つ又は任意の組合せを変化させ
ることによって、特定の用途に合わせて調整することができる。
【００４１】
　[0053]幾つかの態様においては、ここで開示する複合体物品の１つの領域中に含まれる
ハイブリッド超硬合金の分散相及び連続相の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含むハイ
ブリッド超硬合金の相の全重量を基準として、又は言い換えると立方晶炭化物を含む相の
重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含む。幾つかの他の態様にお
いては、ここで開示する複合体物品の１つの領域中に含まれるハイブリッド超硬合金の分
散相及び連続相の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の重
量を基準として少なくとも１．０重量％の立方晶炭化物を含む。一態様においては、ハイ
ブリッド超硬合金の分散相及び連続相の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含む相の全重
量を基準として５％以上の立方晶炭化物を含む。更に他の態様においては、ハイブリッド
超硬合金の分散相及び連続相の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬
合金の相の全重量を基準として０．５～３０重量％、１～２５重量％、５～２５重量％、
又は約６重量％の立方晶炭化物を含む。
【００４２】
　[0054]ここで用いる「立方晶炭化物」とは、立方最密結晶構造を有する遷移金属炭化物
を指す。かかる結晶構造はまた、面心立方格子として、及びｃＦ８のピアソン記号及びＢ
１－Struktubericht記号を有する岩塩結晶構造としてさまざまに呼ばれる。一態様におい
ては、本発明による複合体物品の１つの領域中のハイブリッド超硬合金の立方晶炭化物の
内容物としては、元素周期律表の第ＩＶ及びＶ族から選択される１種類以上の遷移金属の
炭化物を挙げることができる。他の態様においては、立方晶炭化物の内容物として、Ｔｉ
Ｃ、ＴａＣ、ＮｂＣ、ＶＣ、ＨｆＣ、及びＺｒＣの１以上を挙げることができる。更に他
の態様においては、立方晶炭化物の内容物として、ＴｉＣ、ＴａＣ、及びＮｂＣの１以上
を挙げることができる。更に他の態様においては、立方晶炭化物の内容物としてＴｉＣを
挙げることができる。更に他の態様においては、立方晶炭化物内容物には種々の立方晶炭
化物の固溶体を含ませることができる。
【００４３】
　[0055]上記に示すように、本発明の複数の態様においては、複合体超硬合金回転切削工
具又は回転切削工具ブランク材に少なくとも第１の領域及び第２の領域を含ませることが
できる。複合体回転切削工具又はブランク材の第１の領域は、第２の超硬合金を含む第２
の領域に自生結合している第１の超硬合金を含む。複数の態様においては、第１の超硬合
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金及び第２の超硬合金の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の
相の重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合
金を含む。他の態様においては、第１の領域は立方晶炭化物を実質的に含まないようにす
ることができ、第２の領域は立方晶炭化物を含む相の少なくとも０．５重量％の立方晶炭
化物を含むハイブリッド超硬合金を含む。更に他の態様においては、複合体回転切削工具
又はブランク材の１より多い領域に、少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物（それぞれ
の立方晶炭化物含量は立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の重量を基準とする
）を含むハイブリッド超硬合金を含ませることができる。
【００４４】
　[0056]上記で議論したように、ハイブリッド超硬合金は、第１のグレードの超硬合金の
分散相、及び第２のグレードの超硬合金の連続相を含む。立方晶炭化物を含む相の少なく
とも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む領域を含む本発明に
おける一態様の複合体超硬合金回転切削工具又は回転切削工具ブランク材においては、ハ
イブリッド超硬合金の立方晶炭化物の実質的に全部をハイブリッド超硬合金の連続相中に
配置することができる。他の態様においては、ハイブリッド超硬合金の立方晶炭化物の実
質的に全部をハイブリッド超硬合金の不連続（分散）相中に配置することができる。更に
他の態様においては、ハイブリッド超硬合金の分散相及び連続相の両方とも、それぞれの
個々の相の重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含む。立方晶炭化
物を含む相の少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む
本発明の複合体超硬合金回転切削工具又はブランク材の領域に関しては、ハイブリッド超
硬合金の組成及び／又は特性を、所望の機械的特性を有する複合体超硬合金回転切削工具
又はブランク材を与えるのに所望なように調整することができる。
[0057]超硬合金中に立方晶炭化物を存在させると超硬合金の硬度が多少低下することが当
該技術において公知である。また、上記に示すように、ＷＣ及びＣｏをベースとする最も
強固な超硬合金グレードは、鋼材を機械加工するためには好適でない可能性がある。これ
は、鋼材が通常は機械加工中に長い連続片を形成し、この片が工具の超硬合金に接触する
ためである。鋼材中の鉄は強い炭化物形成性の元素であり、機械加工片と炭化物とが接触
するとＷＣが工具から鋼片の表面中に拡散して、鉄と化学的に相互作用する。超硬合金切
削工具からのＷＣのマイグレーションによって工具が脆弱化し、工具の切削面上のクレー
タの形成が引き起こされる。超硬合金工具に立方晶炭化物を添加すると炭化物のマイグレ
ーション及びクレータ損傷効果が軽減するが、工具の硬度の多少の低下が引き起こされる
。しかしながら、ここで教示するように、工具中に立方晶炭化物が存在することによる強
度の低下は、工具中にハイブリッド超硬合金を含ませ、超硬合金の全部又は一部をハイブ
リッド超硬合金微細構造中に配置することによって最小にすることができる。ハイブリッ
ド超硬合金微細構造の相中に少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含ませることによ
って、分散相として炭化タングステン硬質粒子のみを含む超硬合金をベースとする回転切
削工具と比較して、工具の強度を大きく低下させることなく回転切削工具の耐化学的摩耗
性を向上させることができる。
【００４５】
　[0058]工具のハイブリッド超硬合金中に立方晶炭化物を配置することによって、工具の
強度の低下が最小になり、鋼材を機械加工するために用いる際の工具のクレータ損傷が減
少する。ここで示す複数の態様の複合体回転切削工具は限られた数の超硬合金を含む領域
を有するが、本回転切削工具には、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む領域
を含む任意の数の超硬合金の領域を含ませることができ、それぞれの領域は所望の特性を
有して構成することができる。
【００４６】
　[0059]再び図３（ａ）及び（ｂ）を参照すると、回転切削工具ブランク材３０の第１又
はコア領域３１は、界面３３において第２又は外側領域３２に自生結合させることができ
る。界面３３は、図３（ａ）及び（ｂ）においては円筒形で示されているが、本発明の複
合体回転切削工具及びブランク材中の超硬合金領域の界面の形状は円筒形構造に限定され
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ないことが理解されるであろう。界面３３における領域３１と３２の間の自生結合は、例
えばコア領域３１から外側領域３２へ（又は逆も同様）三次元で伸長するバインダーのマ
トリクスによって形成することができる。２つの領域におけるセラミック成分に対するバ
インダーの比は、同一であっても異なっていてもよく、複数の領域間で変化させて領域の
相対的な特性に影響を与えることができ、ハイブリッド超硬合金の連続相と分散相との間
で変化させることができる。ほんの一例として、複合体工具ブランク材３０の隣接する領
域におけるセラミック成分（分散相）に対するバインダーの比は１～１０重量％相違させ
ることができる。本発明の複合体回転切削工具及び工具ブランク材の異なる領域中の超硬
合金の特性は、特定の用途に合わせて調整することができる。
【００４７】
　[0060]当業者であれば、本発明の本記載を考察した後は、本発明の改良された回転切削
工具及び工具ブランク材を、異なる超硬合金の幾つかの領域又は層を有するように構成し
て、１以上の特性の大きさを工具の中心領域からその周縁部まで段階的に変化させること
ができることを理解するであろう。而して、例えばツイストドリルを、それぞれの領域が
隣接するより中心に配置されている領域よりも逐次的により大きな硬度及び／又は耐化学
的摩耗性を有する超硬合金の複数の共軸配置されている領域を有するように与えることが
できる。一態様においては、複合体回転切削工具又は工具ブランク材の少なくとも第１又
は外側領域に、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の重量を基準として少なく
とも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含ませることができ、一
方、内部領域に、連続コバルトバインダー中に分散されている例えば炭化タングステン粒
子（しかしながらこれに限定されない）をベースとする従来の非ハイブリッド超硬合金を
含ませることができる。或いは、ここで開示する回転切削工具及び工具ブランク材の非限
定的態様は、工具又はブランク材の異なる領域が特定の特性に関して異なる他の複合体構
造を有するように設計することができる。別の構造の非限定的例を図３（ｃ）及び３（ｄ
）に示す。段付きドリル及び複溝ドリルなど（しかしながらこれらに限定されない）の特
別なタイプのドリルは、ここに開示する非限定的なツイストドリル構造によって例示され
る本発明による複合体構造の利益を享受することが認められる。
【００４８】
　[0061]図３（ｃ）は、焼入れ材料を穿孔するために用いるドリルをそれから製造するこ
とができる円筒形のブランク材として特に有用な本発明の一態様を示す。焼入れ材料を穿
孔するためには、ドリルの先端は通常は表層部を貫通するために用いられ、一方、ドリル
の本体によって材料をより軟質のコアから除去する。この非限定的態様においては、第１
の領域３４及び第２の領域３５をブランク材の第１及び第２の端部に配置する。第１の端
部はドリルの刃先端になり、第２の端部は工作機械のチャック内に固定されるように構成
される端部になる。鋼材を機械加工するために、一態様においては、第１の領域３４に立
方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の全重量を基準として少なくとも０．５重量
％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含ませることができる。立方晶炭化物を
存在させることによって、鋼被加工材を穿孔するために用いる際のドリルの耐化学的摩耗
性が向上する。第１の領域３４中に含まれるハイブリッド超硬合金の分散相及び／又は連
続相中に、少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を存在させることができる。
【００４９】
　[0062]再び図３（ｃ）を参照すると、本発明による一態様の複合体回転切削工具又はブ
ランク材においては、立方晶炭化物の少なくとも０．５重量％は、第１の領域３４中に含
まれるハイブリッド超硬合金の分散相中に含まれる。第１の領域３４中に含まれるハイブ
リッド超硬合金の連続相は、例えばコバルト合金バインダー中に分散している０．３～１
．５μｍの平均粒径を有する炭化タングステン粒子のような硬質で耐機械的摩耗性の超硬
合金を含む。この態様においては、コバルト合金バインダーは、第１の領域３４中のハイ
ブリッド超硬合金の連続相の約６～１５重量％を構成する。ブランク材の第２の領域３５
には、例えばコバルト合金バインダー中の炭化タングステン粒子（１．０～１０μｍの平
均粒径）から構成される従来の非ハイブリッド超硬合金を含ませることができ、ここでバ
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インダーは第２の領域３５中の従来の非ハイブリッド超硬合金の約２～６重量％を構成す
る。第１の領域３４は第２の領域３５に自生結合している。第２の領域３５は、第１の領
域３４と比較して向上した弾性率を有するようにして、図３（ｃ）に示されるブランク材
から製造されるドリルに圧力を加えた際に屈曲を阻止するようにすることができる。
【００５０】
　[0063]図３（ｄ）に示す態様は、図３（ａ）及び３（ｃ）の態様の特徴を組み合わせる
ものである。刃先３６は、２つの領域：コア領域３７及び外側領域３８：を含み、それぞ
れの領域は異なるグレードの超硬合金を含む。コア及び外側領域３７及び３８は共軸的に
配置され、第３の領域３９に自生結合している。領域３８は、図３（ｃ）に示すブランク
材の領域３４と同様の組成にすることができ、立方晶炭化物を含む相の重量を基準として
少なくとも０．５重量の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含ませて、このブラ
ンク材から製造される工具を鋼材を機械加工するのに用いる際のクレータ損傷を減少させ
る。しかしながら、立方晶炭化物の内容物をハイブリッド超硬合金中に配置しているので
、立方晶炭化物の存在は工具ブランク材から製造される回転切削工具の強度又は耐機械的
摩耗性を大きくは減少させない。領域３７には、高い強度を与え、例えばコバルト合金バ
インダー中の炭化タングステン粒子（例えば０．３～１．５μｍの平均粒径）を含み、バ
インダーがコア領域３７中の超硬合金の約６～１５重量％を構成する従来の非ハイブリッ
ドグレードの超硬合金を含ませることができる。領域３９は、工具ブランク材から製造さ
れる穿孔工具に圧力を加えた際に屈曲を阻止するように、図３（ｃ）の領域３５と同様の
組成を有するようにすることができる。
【００５１】
　[0064]一態様においては、本発明による複合体物品に、少なくとも１種類の従来の非ハ
イブリッド超硬合金を含む領域、並びに、超硬合金分散相及び超硬合金連続相を含む少な
くとも１種類のハイブリッド超硬合金を含む領域を含ませることができる。複合体物品の
ハイブリッド超硬合金の１つの相が相の少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含む限
りにおいては、それぞれの非ハイブリッド超硬合金、並びに複合体物品のハイブリッド超
硬合金のそれぞれの超硬合金分散相及び連続相に、独立して、炭化チタン、炭化クロム、
炭化バナジウム、炭化ジルコニウム、炭化ハフニウム、炭化タンタル、炭化モリブデン、
炭化ニオブ、及び炭化タングステンからなる群から選択される少なくとも１種類の遷移金
属炭化物；並びに、コバルト、コバルト合金、ニッケル、ニッケル合金、鉄、及び鉄合金
からなる群から選択される少なくとも１種類の材料を含むバインダー；を含ませることが
できる。一態様の複合体物品においては、少なくとも１種類の遷移金属炭化物は炭化タン
グステンを含む。他の態様においては、炭化タングステンは０．３～１０μｍの平均粒径
を有する。更に他の態様においては、複合体物品の１以上の種々のバインダー相は、タン
グステン、クロム、モリブデン、炭素、ホウ素、ケイ素、銅、マンガン、ルテニウム、ア
ルミニウム、及び銀からなる群から選択される少なくとも１種類の合金化剤を含む。本発
明による更に他の態様の複合体物品においては、従来の非ハイブリッド超硬合金グレード
、ハイブリッド超硬合金の超硬合金分散相、及びハイブリッド超硬合金の超硬合金連続相
は、それぞれ個々に、２～４０重量％のバインダー及び６０～９８重量％の金属炭化物を
含む。
【００５２】
　[0065]ここで開示する一態様の複合体物品においては、第１の領域及び第２の領域の少
なくとも一方は立方晶炭化物を実質的に含まず、一方、第１の領域及び第２の領域の他方
は、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の重量を基準として少なくとも０．５
重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む。他の態様においては、ハイブ
リッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部は、ハイブリッド超硬合金の超硬合金分
散相中に含まれる。更に他の態様においては、ハイブリッド超硬合金中の立方晶炭化物の
実質的に全部は、ハイブリッド超硬合金の超硬合金連続相中に含まれる。更に他の態様に
おいては、立方晶炭化物は、ハイブリッド超硬合金の連続相及び分散相の両方の中に、い
ずれもハイブリッド超硬合金のそれぞれの個々の相の重量を基準として少なくとも０．５
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％の濃度で含ませることができる。
【００５３】
　[0066]本発明の複合体超硬合金回転切削工具及び工具ブランク材の有利性は、工具及び
ブランク材の複数の領域の特性を調整して異なる用途に適合させることができる柔軟性で
ある。他の有利性は、少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合
金を複合体物品中に存在させることによって得られる減少した化学的摩耗及び／又はクレ
ータ損傷である。減少した化学的摩耗及び／又はクレータ損傷は、鋼材を機械加工するた
めに本発明による工具を用いる際に達成される。また、立方晶炭化物の全部又は実質的に
全部をハイブリッド超硬合金中に配置することは、工具の強度又は耐機械的摩耗性を大き
くは低下させない。本発明の特定の複合体ブランク材の個々の超硬合金領域の厚さ、形状
、及び／又は物理的特性は、ブランク材から製造される回転切削工具の具体的な用途に適
合させるように選択することができる。而して、例えば使用中に大きな屈曲を受ける回転
切削工具の１以上の超硬合金領域の弾性率を増加させることができ；切削表面を有し、他
の刃先領域よりも大きい切削速度を受ける１以上の超硬合金領域の硬度及び／又は耐機械
的摩耗性を増加させることができ；及び／又は、使用中に化学的摩耗を受ける超硬合金の
領域の耐化学的摩耗性を向上させることができる。
【００５４】
　[0067]ここで、図１に示すツイストドリルの非限定な例を参照すると、回転切削工具又
は回転切削工具ブランク材２０には伸長部２２を含ませることができる。１つの非限定的
態様においては、伸長部２２によって刃先２５を画定することができる。更なる非限定的
な態様においては、伸長部２２上の刃先２５は、伸長部の表面２８の周囲に螺旋状に配向
させることができる。
【００５５】
　[0068]本発明による１つの非限定的な態様の複合体超硬合金回転切削工具又は回転切削
工具ブランク材は伸長部を含み、そこでは第１の領域及び第２の領域の一方がコア領域で
あり、第１の領域及び第２の領域の他方が外側領域であり、第１及び第２の領域は共軸状
に配置されている。一態様においては、外側領域に、立方晶炭化物を含むハイブリッド超
硬合金の相の全重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリ
ッド超硬合金を含ませることができる。他の態様においては、第１の領域によって第２の
領域の少なくとも一部を覆うことができ、第１の領域には、立方晶炭化物を含むハイブリ
ッド超硬合金の相の全重量に対して少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブ
リッド超硬合金を含ませることができる。
【００５６】
　[0069]複合体超硬合金回転切削工具を鋼材を機械加工するために用いる幾つかの態様に
おいては、回転切削工具の外側領域に、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の
全重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金
微細構造を含ませることができる。外側領域が少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を
含むハイブリッド超硬合金微細構造を含む１つの非限定的な態様においては、内側領域は
、立方晶炭化物を実質的に含まない従来の非ハイブリッドグレードの超硬合金であってよ
い。一態様においては、立方晶炭化物を含むか、或いは立方晶炭化物を実質的に含まない
従来の非ハイブリッドグレードの超硬合金は、コバルトバインダー中に分散している炭化
タングステン硬質粒子を含むグレードであってよい。しかしながら、任意の他の従来の非
ハイブリッドグレードの超硬合金の使用は本発明の特許請求の範囲内であり、本発明によ
る回転切削工具又は回転切削工具ブランク材のそれぞれの領域において具体的な特性を達
成するように当業者によって選択することができる。しかしながら、任意のかかる態様に
おいては、工具又はブランク材の少なくとも１つの領域は、ハイブリッド超硬合金の連続
相及び／又は分散相中に、立方晶炭化物を含む特定の相の全重量を基準として少なくとも
０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む。
【００５７】
　[0070]上記したように、本発明において具現化される複合体超硬合金回転切削工具及び
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回転切削工具ブランク材は伸長部を含む。かかる工具及びブランク材としては、ドリル、
ドリルブランク材、エンドミル、エンドミルブランク材、タップ、及びタップブランク材
が挙げられるが、これらに限定されない、幾つかの態様においては、ドリル、ドリルブラ
ンク材、エンドミル、エンドミルブランク材、タップ、及びタップブランク材の１つには
、第１の領域中に第１の超硬合金及び第２の領域中に第２の超硬合金を含ませることがで
きる。第１の超硬合金及び第２の超硬合金の少なくとも１つはハイブリッド超硬合金であ
る。ハイブリッド超硬合金は超硬合金不連続相及び超硬合金連続相を含み、ハイブリッド
超硬合金の超硬合金不連続相及び超硬合金連続相の少なくとも１つは、立方晶炭化物を含
む相の全重量を基準として少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含み、第１の超硬合
金の耐化学的摩耗性は第２の超硬合金と異なる。
【００５８】
　[0071]耐化学的摩耗性の特性に関し、化学的摩耗は、しばしば、「雰囲気との化学的又
は電気化学的反応が大きい雰囲気中での摩耗」として定義される腐食摩耗と呼ばれる。AS
M Materials Engineering Dictionary, J. R. Davis編, ASM International, 第５刷（20
06年1月）, p.98を参照。炭化タングステン及びコバルトをベースとする従来の非ハイブ
リッド超硬合金回転切削工具を用いる鋼材の機械加工中においては、工具に接触する鋼材
機械加工片中にＷＣが拡散する傾向を有し、炭化物は鋼材中の鉄と反応する（鉄は炭化物
形成性物質である）ので、工具の化学的摩耗が起こる。ここで開示する複合体超硬合金工
具及びブランク材の第１及び第２の領域の少なくとも１つの中に含まれるハイブリッド超
硬合金のハイブリッド微細構造中に立方晶炭化物を含ませることによって、工具の化学的
摩耗が減少し、鋼材を機械加工するために用いる際の工具のクレータ損傷が減少又は排除
される。しかしながら、立方晶炭化物の内容物はハイブリッド超硬合金微細構造中に存在
しているので、工具の強度は大きくは低下しない。
【００５９】
　[0072]いかなる特定の科学理論にも縛られることは望まないが、立方晶炭化物を含む相
の重量を基準として少なくとも０．５％の立方晶炭化物を添加すると、鉄に対する炭化タ
ングステンの安定性を変化させることによってクレータ損傷が減少又は排除されると考え
られる。チタン及びタンタルはタングステンよりも強い炭化物形成性物質である。鋼合金
中の鉄も炭化物形成性物質である。炭化タングステンのみを含む超硬合金グレードによる
回転工具を鋼材を穿孔又は機械加工するために用いると、鉄は炭化タングステンと相互作
用して鉄炭化物を形成し、これによって工具のクレータ損傷が引き起こされる。立方晶炭
化物は、炭化タングステンと合金化することによって鉄に対する炭化タングステンの安定
性を変化させると考えられる。鉄は、本発明の幾つかの態様の低いレベルにおいても立方
晶炭化物と合金化した炭化タングステンと反応する傾向がより低く、その結果、ここに開
示する複合体回転工具のクレータ損傷が減少又は排除される。
【００６０】
　[0073]更に、ここで開示する回転工具の超硬合金のハイブリッド微細構造中に立方晶炭
化物を存在させると、複合体回転工具の強度の低下が最小になる。１つの非限定的な態様
においては、ハイブリッド超硬合金の分散相中に立方晶炭化物を存在させると、工具の強
度の低下が、非ハイブリッド超硬合金グレード中に立方晶炭化物を含む従来技術の回転工
具と比較して最小になる。しかしながら、ここで開示する幾つかの態様のハイブリッド超
硬合金微細構造中に立方晶炭化物を含む複合体回転工具の強度の低下は、立方晶炭化物を
ハイブリッド超硬合金の分散相、連続相、又は両方の相中に存在させると最小になり、ハ
イブリッド微細構造中の立方晶炭化物の位置は、複合体回転工具の位置における所望の特
性によって定まることが理解される。ここで開示する幾つかの態様の複合体回転工具にお
ける局所的な特性を達成するための設計パラメーターは、当業者に公知であるか、或いは
本発明の本記載を検討した後は過度の実験を行うことなく当業者によって決定することが
できる。
【００６１】
　[0074]本発明による幾つかの態様の複合体回転切削工具及び工具ブランク材は、当該技
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術において公知の任意の好適な方法によって製造することができるが、好ましくは以下に
更に記載するようなドライバッグ等方圧法を用いて製造する。ドライバッグプロセスは、
多くの異なる構造（その非限定的な例は図３（ａ）～（ｄ）に与えた）を有する複合体回
転切削工具及び工具ブランク材の製造を可能にするので特に好適である。図３（ｃ）及び
（ｄ）に示す構造は、成形、押出し、及びウエットバッグ等方圧プレスのような他の粉末
固化技術を用いて製造するのは、不可能ではないにしても非常に困難である。
【００６２】
　[0075]複合体回転切削工具を製造するための本発明による一態様の方法においては、ハ
イブリッド超硬合金ブレンドを製造する。ハイブリッド超硬合金ブレンドを製造する方法
には、焼結成形体のハイブリッド超硬合金部分における分散グレードとして機能する第１
の超硬合金グレードの部分的か又は完全に焼結した粒子の少なくとも一方を、焼結成形体
のハイブリッド超硬合金部分における連続相として機能する第２の超硬合金グレードの素
地粒子及び非焼結粒子の少なくとも一方と混合することを含ませることができる。ハイブ
リッド超硬合金を形成するのに用いる第１の超硬合金グレード及び第２の超硬合金グレー
ドの少なくとも１つは、立方晶炭化物を含む超硬合金グレードの成分の全重量を基準とし
て少なくとも０．５重量％の上記に開示する立方晶炭化物を含む。
【００６３】
　[0076]他の態様においては、ハイブリッド超硬合金の第１の超硬合金グレード及び第２
の超硬合金グレードの少なくとも１つは、立方晶炭化物を含む炭化物グレードの成分の全
重量を基準として少なくとも１．０重量％の立方晶炭化物を含む。ハイブリッド超硬合金
ブレンドは、成形型の空洞部の第１の領域中に配置する。冶金粉末を空洞部の第２の領域
中に配置し、ハイブリッド超硬合金ブレンドの少なくとも一部を冶金粉末と接触させるこ
とができる。冶金粉末は、コバルト又はコバルト合金粉末など（しかしながらこれらに限
定されない）の金属バインダー粒子又は粉末とブレンドした炭化タングステン粒子など（
しかしながらこれに限定されない）の硬質粒子を含む超硬合金粉末ブレンドであってよい
。ハイブリッド超硬合金ブレンド及び冶金粉末を固化して成形体を形成することができ、
この成形体は通常の手段を用いて焼結することができる。１つの非限定的な態様において
は、加圧焼結を用いて成形体を焼結する。
【００６４】
　[0077]ハイブリッド超硬合金の分散相として用いる粒子を部分的か又は完全に焼結する
ことによって（「素地」粒子と比べて）粒子が強化される。分散相の強化された粒子は、
ブレンドを成形体に固化する間に増加した崩壊に対する抵抗性を有する。分散相の粒子は
、分散相の所望の強度によって約４００℃～約１３００℃の範囲の温度において部分的か
又は完全に焼結することができる。粒子は、水素焼結及び真空焼結など（しかしながらこ
れらに限定されない）の種々の手段によって焼結することができる。粒子を焼結すること
によって、潤滑剤の除去、酸化物の減少、緻密化、及び微細構造の発達をもたらすことが
できる。ブレンドの前に分散相の粒子を部分的か又は完全に焼結することによって、ブレ
ンドの固化中の分散相の崩壊が減少する。ハイブリッド超硬合金を製造するこの方法の幾
つかの態様によって、より低い分散相接触率を有するハイブリッド超硬合金を形成するこ
とができる。少なくとも１種類の超硬合金の粒子をブレンドの前に部分的か又は完全に焼
結すると、ブレンド後の固化中に焼結粒子が崩壊せず、得られるハイブリッド超硬合金の
接触率が比較的低くなる。一般的に言えば、分散相超硬合金粒子の寸法がより大きく、連
続超硬合金相粒子の寸法がより小さいと、硬質グレードの任意の体積割合における接触率
がより低くなる。
【００６５】
　[0078]１つの非限定的な態様においては、複合体超硬合金回転切削工具又は工具ブラン
ク材を形成する方法は、（立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の全重量を基準
として）少なくとも０．５％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金ブレンドを成形
型の第１の領域中に配置することを含む。成形型は、例えばドライバッグラバー成形型で
あってよい。従来の超硬合金を形成するために用いられる冶金粉末を成形型の空洞部の第



(22) JP 5753532 B2 2015.7.22

10

20

30

40

50

２の領域中に配置することができる。回転切削工具において所望の異なる超硬合金の領域
の数によって、成形型を更なる領域に区切ることができ、その中に特定の冶金粉末、及び
／又は立方晶炭化物を含む相の少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッ
ド超硬合金ブレンドを配置することができる。他の特徴を得るために、回転切削工具又は
回転切削工具ブランク材の１つの領域が立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の相の
少なくとも０．５重量％の立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む限りにおいて
、立方晶炭化物を含まないハイブリッド超硬合金を成形型内に含ませて、工具又は工具ブ
ランク材中に導入することができる。成形型は、成形型の空洞部中に物理的な仕切りを配
置して２以上の領域を画定することによって複数の領域に分離することができる。１種類
又は複数のハイブリッド超硬合金ブレンドは少なくとも０．５％の立方晶炭化物を含む相
を含み、成形型の種々の領域中に含ませる１種類以上の冶金粉末は、上記に記載したよう
な回転切削工具の対応する領域の所望の特性を達成するように選択される。第１の領域及
び第２の領域中の材料の一部を互いに接触させ、成形型を等方圧縮して冶金粉末を緻密化
し、固化粉末の成形体を形成する。次に、成形体を焼結して成形体を更に緻密化し、粉末
を固化し、第１、第２、及び存在する場合には他の領域の間の自生結合を形成させる。焼
結成形体によってブランク材が与えられ、これを機械加工して特定の回転切削工具の刃先
及び／又はその形状の他の物理的な特徴を含ませることができる。かかる特徴は当業者に
公知であり、ここでは具体的に記載しない。
【００６６】
　[0079]１つの非限定的な態様においては、成形体を加圧焼結する工程の後は、成形体は
、超硬合金分散相及び超硬合金連続相を含むハイブリッド超硬合金を含む。一態様におい
ては、ハイブリッド超硬合金中の超硬合金分散相の接触率は０．４８以下である。
【００６７】
　[0080]１つの非限定的な態様においては、成形体を加圧焼結する工程の後は、ハイブリ
ッド超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部は、ハイブリッド超硬合金の超硬合金分散
相中に存在する。他の態様においては、成形体を加圧焼結する工程の後は、ハイブリッド
超硬合金中の立方晶炭化物の実質的に全部は、ハイブリッド超硬合金の超硬合金連続相中
に存在する。更に他の態様においては、成形体を加圧焼結する工程の後は、超硬合金分散
相はハイブリッド超硬合金の２～５０体積％を構成する。
【００６８】
　[0081]１つの非限定的な態様においては、第１の超硬合金グレードの焼結粒子は部分的
に焼結した粒子及び完全に焼結した粒子の少なくとも一方であってよく、ハイブリッド超
硬合金ブレンドの形成は、２乃至４０体積％未満の第１の超硬合金グレードの焼結粒子、
及び６０より多く９８体積％までの第２の超硬合金グレードの非焼結超硬合金粒子（ここ
で、重量％は超硬合金ブレンドの全重量を基準とするものである）を含む材料をブレンド
することを含む。他の態様においては、ブレンドの焼結は、金属炭化物及びバインダーを
焼結して第１の超硬合金グレードの焼結粒子を形成することを含む。一態様においては、
ブレンドの焼結には、金属炭化物及びバインダーを４００℃～１３００℃において焼結す
ることを含ませることができる。
【００６９】
　[0082]ハイブリッド超硬合金ブレンドを製造する１つの非限定的な態様は、２～３０体
積％の第１の超硬合金グレードの焼結粒子、及び７０～９８体積％の第２の超硬合金グレ
ードの非焼結粒子（ここで、重量％は超硬合金ブレンドの全重量を基準とするものである
）を含む材料をブレンドすることを含む。
【００７０】
　[0083]ここで開示する方法の１つの非限定的な態様においては、第１の超硬合金グレー
ド、第２の超硬合金グレード、及び冶金粉末は、それぞれ独立して、炭化チタン、炭化ク
ロム、炭化バナジウム、炭化ジルコニウム、炭化ハフニウム、炭化タンタル、炭化モリブ
デン、炭化ニオブ、及び炭化タングステンからなる群から選択される金属炭化物；及び、
コバルト、コバルト合金、ニッケル、ニッケル合金、鉄、及び鉄合金からなる群から選択
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されるバインダー；を含む。幾つかの態様は、タングステン、クロム、モリブデン、炭素
、ホウ素、ケイ素、銅、マンガン、ルテニウム、アルミニウム、及び銀からなる群から選
択される少なくとも１種類の合金化剤をバインダー中に含ませることを更に含む。
【００７１】
　[0084]ここで開示する幾つかの態様による複合体回転切削工具を製造するための非限定
的な方法には、焼結成形体（即ちブランク材）から材料を除去して少なくとも１つの刃先
を与えることを更に含ませることができる。成形体から材料を除去する方法の１つの非限
定的な態様には、成形体を機械加工して少なくとも１つの螺旋状に配向している刃先を画
定する少なくとも１つの螺旋状に配向している溝を形成することを含ませることができる
。一態様においては、螺旋状の溝は、当業者に公知のダイアモンドベースの砥石車を用い
て研磨することによって形成することができる。現時点又は将来において当業者に公知の
回転工具上に溝を形成する他の手段は、ここで開示する複合体回転工具の態様の範囲内で
ある。
【００７２】
　[0085]ここで開示する複合体物品を形成する方法の１つの非限定的な態様においては、
成形型はドライバッグラバー成形型を含んでいてよく、超硬合金ブレンド及び冶金粉末を
更に固化して成形体を形成する工程は、ドライバッグラバー成形型を等方圧縮して成形体
を形成することを含む。非限定的な方法の態様には、ドライバッグラバー成形型の空洞部
を少なくとも第１の領域及び第２の領域に物理的に区切ることを含ませることができる。
一態様においては、空洞部を物理的に区切る工程は、スリーブを空洞部中に挿入して空洞
部を第１の領域と第２の領域との間に分割することを含む。幾つかの態様においては、ス
リーブは、プラスチック、金属、又は紙で構成する。他の非限定的な態様においては、超
硬合金ブレンド及び冶金粉末を成形型の空洞部中に配置した後に空洞部からスリーブを除
去することによって、超硬合金ブレンドの少なくとも一部を冶金粉末と接触させる。他の
態様においては、超硬合金ブレンドの少なくとも一部と冶金粉末とを接触させる工程は、
超硬合金ブレンド及び冶金粉末の一方を、超硬合金ブレンド及び冶金粉末の他方と界面に
沿って接触するように空洞部中に配置することを含む。
【００７３】
　[0086]複合体回転切削工具及び複合体回転切削工具ブランク材から選択される物品の製
造方法の幾つかの態様においては、第１の超硬合金グレード、第２の超硬合金グレード、
及び冶金粉末に、それぞれ独立して、２～４０重量％のバインダー及び６０～９８重量％
の遷移金属炭化物を含ませることができる。他の態様においては、第１の超硬合金グレー
ド、第２の超硬合金グレード、及び冶金粉末の少なくとも１つは、０．３～１０μｍの平
均粒径を有する炭化タングステン粒子を含む。これらの態様においては、第１の超硬合金
グレード及び第２の超硬合金グレードの少なくとも１つは、かかるグレードの全重量の少
なくとも０．５％の立方晶炭化物を含む。
【００７４】
　[0087]１つの非限定的な態様には、成形型を５，０００～５０，０００ｐｓｉの圧力で
等方圧縮することによって超硬合金ブレンド及び冶金粉末を固化して成形体を形成するこ
とを含ませることができる。１つの非限定的な態様においては、成形体を加圧焼結する工
程は、成形体を１３５０℃～１５００℃において３００～２０００ｐｓｉの圧力下で加熱
することを含む。
【実施例】
【００７５】
　[0088]本発明による複合体回転切削工具及び回転切削工具ブランク材を提供する方法の
非限定的な例を以下に示す。
【００７６】
　実施例１：
　[0089]図７は、本発明による立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む回転工具
ブランク材の領域６０の顕微鏡写真である。図７に示す領域は、分散相６２として２０体
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積％のFirthグレードT-04超硬合金を含むハイブリッド超硬合金グレードを含む。Firthグ
レードT-04超硬合金は、６重量％のＴｉＣ、ＴａＣ、及びＮｂＣの立方晶炭化物の固溶体
；８２重量％のＷＣ；及び１２重量％のＣｏ；を含む。図７に示す回転切削工具ブランク
材のハイブリッド超硬合金領域の連続相６４は、８０体積％のFirthグレード248超硬合金
を含む。Firthグレード248超硬合金は、８９重量％のＷＣ及び１１重量％のＣｏを含む。
分散相６２の測定された接触率は０．２６であり、したがって０．４８未満である。全て
の超硬合金粉末は、ATI Firth Sterling, Madison, Alabamaから入手した。
【００７７】
　実施例２：
　[0090]FirthグレードT-04超硬合金粒子（又は粉末）を真空中８００℃の温度において
予備焼結することによって、実施例１の図７に示す回転工具ブランク材のハイブリッド超
硬合金領域６０を製造した。予備焼結したFirthグレードT-04超硬合金粒子は、図７に示
すハイブリッド超硬合金領域の分散相６２を含む。予備焼結した粒子をFirthグレード248
の素地粒子とブレンドしてハイブリッド超硬合金ブレンドを形成した。ハイブリッド超硬
合金ブレンドを成形型内の空洞部内に配置し、機械プレスによって１３７．９ＭＰａ（２
０，０００ｐｓｉ）の圧力で成形した。同じ結果を得るために等方圧プレスを用いること
ができると理解される。ハイブリッド超硬合金成形体を、焼結熱間等方圧プレス（焼結Ｈ
ＩＰ）炉内において１４００℃で加圧焼結した。
【００７８】
　実施例３：
　[0091]本発明による立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金を含む工具ブランク材の
領域７０を図８の顕微鏡写真において示す。図８に示すハイブリッド超硬合金は、分散相
７２として２０体積％のATI Firth Sterlingグレード248超硬合金、及び連続相７４とし
て８０体積％のATI Firth SterlingグレードT-04超硬合金（６重量％の立方晶炭化物を有
する）を含む。分散相の接触率は０．４０である。実施例２と同様のプロセス及び条件を
用いて、工具ブランク材のハイブリッド超硬合金領域を製造した。
【００７９】
　実施例４：
　[0092]ハイブリッド超硬合金ブレンド及び従来の非ハイブリッドグレードの超硬合金冶
金粉末を、回転切削工具ブランク材を製造するための成形型の空洞部の別々の領域内に配
置し、界面に沿って接触させた。実施例２に開示するものと同様の通常の非ハイブリッド
成形及び焼結プロセスを行って、立方晶炭化物を含むハイブリッド超硬合金の第１の領域
を含み、第１の領域が、いかなる実質的な濃度の立方晶炭化物も含まない従来の非ハイブ
リッド超硬合金から構成される第２の領域に金属結合している複合体超硬合金回転切削工
具ブランク材を与えた。複合体超硬合金の微細構造８０を図９に示す。Firthグレード248
超硬合金は顕微鏡写真の左側に示されており、８２として表されている。ハイブリッド超
硬合金は顕微鏡写真の右側に示されており、８４として表されている。ハイブリッド超硬
合金は、連続相８６として８０体積％のFirthグレード248超硬合金、及び分散相８８とし
て６％の立方晶炭化物を含む２０体積％のFirthグレードT-04超硬合金を含んでいた。図
９において、従来の非ハイブリッドグレードの微細構造８２とハイブリッドグレードの微
細構造８４との間の界面領域８９が明らかである。
【００８０】
　実施例５：
　[0093]ハイブリッド超硬合金ブレンド及び従来の非ハイブリッド超硬合金冶金粉末を、
回転切削工具ブランク材を製造するのに適した成形型の空洞部の別々の領域内に配置し、
界面に沿って接触させた。実施例２に開示するものと同様の通常の非ハイブリッド成形及
び焼結プロセスを行って、立方晶炭化物を含み、従来の非ハイブリッド超硬合金の第２の
領域に金属結合しているハイブリッド超硬合金の第１の領域を含む複合体超硬合金を与え
た。複合体超硬合金の微細構造９０を図１０に示す。Firthグレード248の従来の非ハイブ
リッドグレードの超硬合金の微細構造９２が、顕微鏡写真の右側に見られる。ハイブリッ
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積％のFirthグレード248超硬合金、及び連続相９８として８０体積％のFirthグレードT-0
4超硬合金を含む。試料を製造するのに用いたFirthグレードT-04超硬合金粉末は、合計で
６重量％のＴｉＣ、ＴａＣ、及びＮｂＣの立方晶炭化物を含む。従来の非ハイブリッドグ
レードの微細構造９２とハイブリッドグレードの微細構造９４との間の界面領域９９が明
らかである。
【００８１】
　実施例６：
　[0094]第１のハイブリッド超硬合金ブレンド及び第２のハイブリッド超硬合金ブレンド
を、複合体回転切削工具ブランク材を製造するための成形型の空洞部の別々の領域内に配
置し、界面に沿って接触させた。実施例２に開示するものと同様の通常の非ハイブリッド
成形及び焼結プロセスを行って、ハイブリッド超硬合金の第２の領域に自生結合している
ハイブリッド超硬合金の第１の領域を含む複合体超硬合金回転切削工具ブランク材を与え
た。複合体超硬合金回転切削工具ブランク材の第１及び第２のハイブリッド超硬合金領域
の微細構造１００を図１１に示す。微細構造１００の右側は第１のハイブリッド超硬合金
微細構造１０１であり、微細構造１００の左側は第２のハイブリッド超硬合金微細構造１
０４である。第１のハイブリッド超硬合金は、連続相１０２として８０体積％のFirthグ
レード248超硬合金、及び分散相１０３として立方晶炭化物を含む２０体積％のFirthグレ
ードT-04超硬合金を含む。第２のハイブリッド超硬合金は、分散相１０５として２０体積
％のFirthグレード248超硬合金、及び連続相１０６として立方晶炭化物を含む８０体積％
のFirthグレードT-04超硬合金を含む。図１１において、第１のハイブリッドグレードの
超硬合金微細構造１０１と第２のハイブリッド超硬合金グレードの微細構造１０４との間
の界面領域１０７が明らかである。
【００８２】
　実施例７：
　[0095]冶金粉末及びハイブリッド超硬合金ブレンドを、複合体回転切削工具ブランク材
を製造するための成形型の空洞部の別々の領域内に配置し、界面に沿って接触させた。実
施例２に開示するものと同様の通常の非ハイブリッド成形及び焼結プロセスを行って、ハ
イブリッド超硬合金を含む第２の領域に自生結合している従来の非ハイブリッド超硬合金
グレードを含む第１の領域を含む複合体超硬合金回転切削工具ブランク材を与えた。複合
体超硬合金回転切削工具ブランク材の従来の非ハイブリッド超硬合金グレードとハイブリ
ッド超硬合金との界面の微細構造１１０を図１２に示す。微細構造１１０の左側は従来の
非ハイブリッド超硬合金の微細構造１０２であり、微細構造１１０の右側はハイブリッド
超硬合金の微細構造１１４である。従来の非ハイブリッド超硬合金は、６重量％の立方晶
炭化物を含むグレードT-04超硬合金である。ハイブリッド超硬合金は、分散相１１６とし
て２０体積％のグレードT-04超硬合金、及び連続相１１８として８０体積％のグレード24
8超硬合金を含む。従来の非ハイブリッドグレードの微細構造１１２とハイブリッドグレ
ードの微細構造１１４との間の界面領域１１９が明らかである。
【００８３】
　[0096]本記載は本発明の明確な理解に適切な本発明の複数の形態を示すものであること
が理解されるであろう。当業者に明らかであり、したがって本発明のより良好な理解を促
進しない幾つかの形態は、本記載を簡単にするために示さなかった。ここではやむを得ず
に本発明の限られた数の態様のみを記載したが、当業者であれば上記の記載を考察するこ
とによって、本発明の多くの修正及び変更を用いることができることを認識するであろう
。本発明の全てのかかる変更及び修正は、上記の記載及び特許請求の範囲にカバーされる
と意図される。
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